
【先進テクノロジーによる優位性の確立】
テクノロジー主導イノベーションのご紹介

Technology変革への期待
デロイトがCxOを対象にグローバルで実施したサーベイ「2020 Global 
Technology Leadership Study」では、CxOの約半数が今後3~5
年のビジネス戦略の重要な推進力として「CIO／テクノロジーリー
ダー」と回答しており、この傾向はますます強まることが予想されます。
AIやIoT、AR/VR、WearablesなどのTechnologyをいかに自社のビ
ジネス戦略と結び付け、競争優位に繋げられるかがこれまで以上に
重要になってきます。
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出所：2020 Deloitte and WSJ Intelligence global survey

Technology変革・導入における課題
企業価値を創出するTechnology変革に戦略的に取り組み経営
層がコミットする先進企業に対し、多くの日本企業では経営の関与
が少なく、業務改善やコスト削減といった漸進的な取り組みが中心
となっている状況が見られます。
Technology変革を実現するために、経営層がTechnologyの戦略
的価値を認識した上で変革を中長期的な視点で捉え、成長に向
けたイノベーションを全社一体で推進していくことが求められています。

Technologyの進化に伴う事業環境の変化
Technologyの進化に伴い、各業界で事業環境が急激に変化しています。Technologyの革新に柔軟に対応できる企業が競争優位を確
立しており、New Technologyによる「ビジネス価値創造」への投資を拡大する企業が増加しています。
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デロイトが推進するテクノロジー主導イノベーションサービス
New Technologyや新規事業創出分野に対する専門性に加え、ビジネス戦略策定から実行までの一貫したサポート体制を持つデロイトは、
新しい価値を提供することができます。デロイトが持つ強みを最大限活用し、お客様のイノベーションや破壊的技術に関わるITケイパビリティ確
立を支援いたします。
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 他社事例調査
 ターゲット市場予測

3. ビジネスプランを
作成する

4. 実効性を
検証する

5. 実行計画を
作成する

2. 適用領域を
見極める
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 システム全体構想
 サービス検討

 パートナー選定
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 エコシステム構想
 投資対効果算出

 パイロット計画作成
 要件定義
 設計構築支援
 効果測定

 ロードマップ策定
 実行計画作成

リサーチの専門家が、
Global Tech Trends等の
積極的な活動を通して得
た国内外の豊富な知見を
踏まえ、最新の調査結果
を提供します。

製造、小売、運送、医療
等々、さまざまな業界の専
門家が、企業ごとに異なる
業務特性を踏まえ、最適
な業務改革領域を見極
めます。

戦略・構想策定の専門家
が、さまざまなステークホル
ダーを巻き込み、企業価
値の向上に繋がる洗練さ
れたビジネスプランを策定
します。

設計から構築まで可能な
デジタル分野の専門家が、
アジャイルによる短期間の
PDCAを回すことで、クイッ
クに効果検証を行います。

実行支援の専門家が、垂
直的な展開計画だけでな
く、最新技術群との融合
も見据えた水平的なロード
マップを策定します。
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